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解剖調査とその流れ 

１．【目的】 

診療行為に関連した死亡事例（診療関連死）に

ついて，医療の向上，再発防止の観点から客観的

に死因調査，診療内容の評価，分析を行うことが

求められており，厚生労働省の補助事業として日

本内科学会において平成 17 年より「診療行為に関

連した死亡の調査分析モデル事業」（モデル事業）

を開始した。厚生労働省においては，現在医療安

全調査委員会（仮称）を新制度として検討してい

る（注１）． 

このような状況に対応して，解剖調査を実施する

（主として病理学の）立場から，診療関連死調査

の体制を整備する必要があり，「一般医療機関にお

ける診療関連死調査のための解剖調査マニュアル

案」を作成した．このマニュアル案は，これまで

のモデル事業の経験を踏まえ，すみやかな解剖結

果報告書作成を行い，ひいては評価報告書作成に

資するために作成したものである． 

本マニュアル案は，診療関連死の死因調査は医

師，医療行為者の過失を問うものではなく，第三

者として医学的側面から調査を行うという原則に

則って作成した． 

 

注１．モデル事業の制度の趣旨，手続きの詳細，

根 拠 規 定 等 は 内 科 学 会 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.naika.or.jp/）を参照．新制度の概

要 に つ いて は ， 厚生 労 働 省ホ ー ム ペー ジ

（ http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/

i-anzen/index.html）を参照． 

 

当該制度における調査結果が副次的に，民事紛

争，行政処分，あるいは刑事捜査等の参考資料と

して利用されることも予想されるが，これらは当

該制度の目的そのものではない．解剖担当者は，

法的判断について踏み込む必要はない．通常の病

理解剖と同様，医学的立場から死因の特定を行う

とともに、診断・治療行為の評価を解剖によって

明らかにするのが任務である． 

 

 

２．【当該制度の解剖に関わる手順の概要】 

当該制度での解剖に関わる事務処理の流れは概

ね以下の通りである． 

 

事例発生から受諾まで 

・ 事前に解剖施設，病理，法医，臨床立会医

の当該制度への参加手続を行う． 

・ 依頼医療機関より当該制度事務局（以下，

事務局という）へ具体的な調査の依頼がな

される． 

・ 事務局の総合調整医が調査依頼を受諾する

か否かを判断． 
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